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本学では平成20年度4月から大学院修士課程が開設さ
れ､筆者が担当する老年看護学専攻では幸いにも豊富な
実践経験を積んだ院生3名を迎えて講義や演習を進めて
いる｡老年看護学専攻では､修士論文コースと共に老人
専門看護師のコースを置いているが､このコースは大学
院開設と同時に専門看護師の教育課程として認可される
わけではなく､改めて専門看護師の教育機関としての認
定審査を受ける必要がある｡しかも､そのための手続き
は院生が2年次になった平成21年度の7月に日本看護協
会から審査を委嘱されている日本看護系大学協議会の専
門部会に申請 しなければならない｡認定の可否が報告さ
れるのはその年の年末か､遅い場合には大学院の修了時
間際になる可能性もある｡従ってカリキュラム進行はコ
ース選択の学生､担当教員共々､極めて不確定な状況下
で進まざるを得ないわけである｡専門看護師認定制度の
創設から13年が経過し､平成19年度には専門看護師教育
課程の質の維持と向上を目的として10年毎に実施される
教育課程認定更新が初めて行われ､新たな局面を迎えた｡
ここでは専門看護師がどのような役割を担うべ く誕生し
たのか､また､筆者が担当している老人専門看護師に期
待される活動内容について私見を述べたい｡
Ⅰ.専門看護師の教育と活動内容
1.専門書講師の役割
医療技術の高度化 ･専門分化が進む医療現場において､
看護ケアの広がりと看護の質の向上を目的に､看護界の
総意で資格認定制度が誕生した｡資格認定制度には､専
門看護師､認定看護師､認定看護管理者の3領域が存在
する｡それぞれの資格制度は､1996年に専門看護師､次
いで1997年に認定看護師､1999年に認定看護管理者が誕
生した.専門看護師 (CertifedNurseSpecialist)は看護
現場において､看護ケアの質の向上を図るために卓越し
た専門的能力を持つ実践者､スタッフナースへの相談者
や教育者､研究者､保健医療福祉サービスのケア調整者､
倫理的課題への調整者としての機能を果たす｡さらに､
総合的な判断力と組織的な問題解決能力を持って専門領
域における新しい課題にチャレンジし､現場のみならず
教育や政策-の課題にも反映できる開発的役割がとれる
チャレンジ ･エイジェントとして機能できる人材として
期待されている｡また､専門看護師の共通目的は､複雑
で解決困難な看護問題を持つ個人､家族及び集団に対し
て水準の高い看護ケアを効率よく提供するために特定の
専門看護分野の知識及び技術を深め､保健医療福祉の発
展に貢献 し､併せて看護学の向上をはかることである｡
専門看護師の役割は､各専門分野において実践､相談､
調整､倫理調整､教育､研究の6つの役割を担うことが
定められ､例えば ｢実践｣については ｢個人､家族及び
集団に対して卓越した看護を実践する｣と明示されている｡
ちなみに認定看護師のそれは､｢熟練 した看護技術を用
いて水準の高い看護を実践｣という表現である｡また､｢相
談｣においては､認定看護師は ｢看護職に対しコンサル
テーションを行う｣と記されているが､専門看護師では
その対象を ｢看護職を含むケア提供者｣とその役割を広
く捉えており､専門看護師には広域的でより高度な実践
力が期待されている｡
2.専門分野
専門看護師の専門分野は､現在では10分野が特定され
ている｡なお､｢特定される｣とは､その分野の教育課
程が現存し､受験資格を満たしている人が3名以上存在し､
実践活動 していることが条件である｡平成7年に特定さ
れた ｢がん看護｣､｢精神看護｣を筆頭に､最新では平成
20年に ｢家族支援｣が特定された｡なお､2007年7月13
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目付けで､感染看護から感染症看護､クリティカルケア
看護から急性 ･重症患者看護､成人看護 (慢性)から慢
性疾患看護に名称が変更された｡これは､医療機関の広
告において看護師の専門性資格を示すことが認められる
のに際して､より平易な名称に変更されたものである｡
専門看護師の資格取得のためには､①看護系大学修士
課程修了者で､日本看護系大学協議会が定める専門看護
分野の専門看護師カリキュラム総計26単位を履修してい
ること｡②実務経験が5年以上あること｡そのうち3年
以上は特定の専門看護分野の経験を必要としており､さ
らにこのうちの 1年は修士課程修了後の実務経験である
ことが必要要件である｡これらの条件に加えて､日本看
護協会が実施する認定試験に合格しなければならない｡
認定試験は書類審査と口頭試問からなり､書類審査は､
修了後の1年間の実績を含めて行われ､6つの専門看護
師の役割実績に関しての審査が行われる｡書類審査に合
格した者のみ口頭試問が受験できることになっている｡
3.専門書講師の教育機関と教育内容
専門看護師を教育する機関は､日本看護協会が認定す
る教育機関であることが要件であり､認定教育機関数は
平成20年4月現在34大学院102課程である｡ちなみに平成
19年度の新規認定は14大学院22課程であった｡認定教育
機関数は､認定分野数に拘わらず 1教育機関として数え
た場合､全国の看護系大学院修士課程数 (109)に占める
割合は31.2%であり､全体の3分の1にも満たない｡し
かも､地域偏在が顕著であり､近畿圏以西の教育機関は､
5大学院のみである｡しかも､1つの大学院が擁する課
程数は､1課程のみの大学院から9課程まで様々である｡
教育カリキュラムは､共通科目と専門科目から構成さ
れており､合計26単位以上が履修要件である｡共通科目
では看護理論､看護管理論等の7科目が定められており､
1科目最大2単位まで認められ､合計8単位以上履修し
なければならない｡専門科目は専攻看護分野別に共通科目､
専門科目､実習科目がそれぞれ定められており､専攻分
野の必須単位は合計18単位であり､実習科目は6単位以
上でなければならない｡教員の要件としては看護教員で
あることや､実習指導者では､専門看護分野の看護実践
経験を持つ看護職者であることが要件である｡
4.専門書講師数
専門看護師の登録総数は､平成20年7月現在238名であ
る｡この数を全国の保健師助産師看護師就業者数に占め
る割合でみると､僅か0.03%に過ぎない｡しかも､17分
野4,458名を数える認定看護師数と比較すると､その5.3%
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を占めるに過ぎない｡専門分野別の登録数では､最も多
いのはがん看護 (1仙名)であり､次いで精神看護 (44名)､
小児看護 (22名)と続き､一桁台は感染症看護 (1名)､
地域看護 (8名)である｡もっとも､平成20年に特定さ
れた家族支援では専門看護師は未だ誕生していない｡各
分野で1年間に何人の専門看護師が登録されているのかを､
特定された年度から算出してみたが､最も多かったのは､
がん看護 (8.7名)､次いで急性 ･重症患者看護 (5.3名)､
慢性疾患看護 (4.3名)と続き､2名以下は地域看護 (0.7
名)､感染症看護 (1.0名)､老人看護 (2.0名)であった｡
専門看護師の総登録者数を地区別にみたが､関東甲信
越が109名で全体の45.8%を占めており､専門看護師の約
半数は関東甲信越で活躍していることになる｡次いで多
かったのは近畿75人 (31.5%)であり､以上の2地区を
合計すると77.3%になり､専門看護師の4分の3以上が
大都市圏に偏在していることになる｡この2地区での専
門看護分野を比較したとき､分野別登録数の上位3位ま
でのがん看護､精神看護､小児看護の人数は､圧倒的に
関東甲信越に多いものの､慢性疾患看護､老人看護､母
性看護では逆に近畿が多くなる｡ちなみに､近畿の大阪
府と兵庫県での専門看護師数を比較すると､兵庫県36名
(15.1%)､大阪府27名 (ll.3%)であり､がん看護､母
性看護の2分野ではその数はほぼ同数であるが､精神看護､
慢性疾患看護､老人看護では兵庫県に多く､急性 ･重症
患者看護は大阪府に多いのが特徴である｡
5.専門書講師の処遇
専門看護師の所属している職場での処遇状況等の実態を､
日本看護協会が調査 した結果からみると､平成19年度の
新規認定者54人の処遇状況は､資格取得前と取得後の職
位の変化では､専門看護師としての専従ポジションを得
た人数は9人から11人に増加していた｡また､勤務条件 ･
給与待遇の変化では､変化なしが72.2%であったものの､
専門看護師手当がついた9名 (16.7%)､昇級した5名 (93
%)､職位があがった3名 (5.6%)などとなっていた｡
また､活動範囲の変化では､｢施設全体｣と回答した割
合が35.2%から50.0%へ増加するなど､所属部署内などの
限局された活動範囲から施設全体へと拡大していること
が窺えた｡次に､所属施設での専門看護師の活動等に関
する広報関連では､所属施設のホームページに掲載66.7%､
職員募集のパンフレットに掲載33.3%､院内掲示板と施
設案内パンフレットに掲載がそれぞれ24.1%などであった.
なお､ホームページに掲載している項目は､資格 ･名称
61.1%､活動内容42.6%､人数38.9%､氏名29.6%､活動
日等の案内14.8%などとなっていた｡これらの広告は
2007年4月の医療法の改正により看護の専門性を広く知
らせることができるようになったことに伴うものであるが､
現状では最低限の広報内容に留まっているようである｡
6.専門書講師の組織づくりと自己研舘
専門看護師は､自らの専門看護師としての成長と社会
的な貢献､活動環境の整備等の充実に向けて､平成19年
4月に日本専門看護師協議会を発足させた｡具体的な活
動内容は､各分野の代表者からなる臨床能力向上委員会､
専門看護師活用促進委員会､成果研究委員会､政策提言
委員会等の各委員会を立ち上げ､活動を始動している｡
協議会への入会者は､平成20年3月現在195人であり､専
門看護師登録者数に占める割合は81.9%である｡協議会
では､各専門分野別に事務局を置き､専門分野別の事例
検討会を年間2-6回開催するなど､積極的に活動展開
している｡事例検討会は､自らの能力開発と､支援ネッ
トワークの形成をその開催目的にしている｡また､協議
会の活動は看護協会や各学会等と連携しながら今後の課
題を検討していくことを目指しているが､政策提言委員
会の最新の課題では､専門看護師の裁量権の具体的内容や､
裁量権を獲得するための教育 ･研修内容等が検討課題と
なっている｡さらに､平成20年度からは､専門看護師の
みならず､大学院生等を含む対象者に対して､スキルア
ップセミナーを各分野で開催していく予定であるが､初
年度は精神看護分野で実施することになっている｡
Ⅰ.老人専門看護師に期待するもの
我が国の高齢社会は世界に類をみない速さで進展して
おり､それに伴い老人専門看護師の活動の場は､保健 ･
医療 ･福祉機関の多岐にわたる｡しかも団塊世代が高齢
者となる時期を目前に控えており､高齢者看護の質の向
上は急務である｡老人専門看護師に何が期待されるのかを､
筆者の現在の研究課題とオーバーラップさせて論じたい｡
1.予防的な視点に基づく総合的なアセスメントカに裏
付けられた高い実践力の高齢者看護の創造
看護の評価は､現状の医療制度においてはその人数の
みが最大の算定基準になっている｡看護の質の向上には
一定数の看護職の存在が不可欠ではあるものの､それと
共に高い質の実践力を持った看護職の存在が必要である｡
かつて全米のナーシングホームに高度の実践力を持った
看護師を一人ずつ配置した結果､莫大な医療費を削減し
たという報告を思い出す｡詳細は不明であるものの､そ
の背景には免疫力の低下や事故への高いリスクを抱えた
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高齢者に対して､高齢者の潜在的な能力を活かしつつ､日々
の健康管理を行うことで各種の合併症や疾病-の早期対
処が可能となり､重症化の予防が可能になったと考える｡
成人期とは異なる高齢者看護のあり方を明らかにして､
的確なアセスメントカと高度な実践力を具備 したリーダ
ーの存在､これはすなわち老人専門看護師の活動に他な
らないし､専門看護師の存在は人数をもってそれに替え
ることは不可能である｡高齢者看護の質の高さは医療費
の削減と共に､高齢者のQOLの向上､介護家族の満足
度や､看護職の職業意識の維持向上に寄与し､看護職の
離職の予防に繋がり､ひいては看護の社会的な評価の向
上に寄与するであろう｡
2 認知症看護の創生､特にBPSDの予防や軽減の介入
技術の開発
●
認知症高齢者看護では､BPSD (認知症の精神症状 ･
行動障害)への有効な看護方法の創生が期待されている｡
中でも言葉を失った高度の認知機能障害の高齢者に対して､
そのケア環境をどのように整えていくのかが重要な側面
である｡そのためには高齢者の心身の状況を的確に判断
すると共に､その高齢者の過去から現在に至る人生歴か
らその人の個別な背景を理解しつつ現状の環境を的確に
調整していく力量が求められている｡かつて訪れた某特
別養護老人ホームの壁面には昭和30年代の風景が描かれ
ており､その廊下の絵を媒介にして高齢者同士の会話が
弾み､各種の否定的な症状が安定した｡また､同様に北
欧の施設でも ｢四季｣というテーマで中間色の温かい色
彩で小動物や草花が描かれた廊下によって､暴力的であ
った高齢者が穏やかに変化した経緯も見聞した｡ケアス
タッフという人的な環境と共に物理的環境を総合的に適
切に調整 していく力量が老人専門看護師には期待されて
いる｡
3 認知症高齢者看護の質の評価尺度の開発
上記に加えて､認知症高齢者の看護では､その看護の
適否を適切に評価する尺度を持つことが求められており､
重度の認知症看護ではそのニーズが極めて高い｡しかも､
その評価方法の条件としては非侵襲的に､客観的 ･実証
的に評価できることが求められている｡認知症高齢者で
は言語でのコミュニケーションが困難な状況下にある場
合が多く､それらの看護では適用可能な尺度開発でなけ
ればならない｡筆者は予てから認知症高齢者の行動や表
情を看護の適否の評価に用いてきた｡さらに､現在は認
知症の予防プログラムの評価に光 トポグラフィーや事象
関連電位 (P300)を用いた研究を進めつつある｡これら
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の共同研究者はいずれも看護関係の研究組織に他領域の
研究者を加えて､行動科学の手法についての教示を得たり､
脳の活性化の状況を非侵襲的に評価する方法などの技術
的支援を得ている｡
認知症高齢者の看護では､以上述べた以外にも多くの
課題があり､その探求に当たっては看護職としての研鎮
と共に､他領域の専門家と有機的に連携しながら研究や
実践活動を進めていくことが有効な方法である｡ その意
味において老人専門看護師としての活動の要素の一つに､
他の専門職と協働できる力量を培っていくことを加えたい｡
おわりに
老人専門看護師に期待する内容を述べてきたが､根本
的な課題は専門看護師を増やすことにある｡老人専門看
護師の数は､現状では全国でわずか12名である｡ これで
は専門看護師の能力が極めて高くても自ずと限界がある｡
老年看護の質の向上と共に､現時点での最大の課題であ
る高齢者医療費の削減に有効につなげていくには､せめ
て各都道府県に最低10名は必要な数である｡また､九州
の大学院ではナースプラクティショナ-養成教育が開始
されるなど専門看護師教育の周辺にも変化の波は着実に
変化が押 し寄せてきている｡これらの状況を知りつつ､
質の高い高齢者看護に向けて着実にチャレンジして行き
たいと考えている｡
<文 献>
1)専門看護師教育課程認定委員会編 :専門看護師教育
課程審査要項 平成20年度版､日本看護系大学協議会
発行､平成20年
2)http://www.nurse.or.jp/nursing/qualification/
senmon/index.htm1
3)htp://wwjpncns.jp/index.html
-67-
